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～データで探るユーザー企業のIT動向～



一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）
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 沿革
1962年4月 日本データ・プロセシング協会創立
1992年7月 社団法人 日本情報システム・ユーザー協会に拡充改組
2012年4月 一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会

 役員
理事35名 （会長1名、常任理事10名） 監事3名
会 長 石原 邦夫 東京海上日動火災保険株式会社 相談役

 事務局
専務理事 金 修
常務理事 浜田 達夫
常務理事 山田 信祐
所在地 東京都中央区日本橋堀留町2-4-3

 会員数 ： 3,264 社 （2016年4月1日現在）
正会員Ａ ： 216社
正会員Ｂ ： 165社
正会員Ｃ ： 2,883 社



ユーザーの要求が未来を切り拓く
－イノベーションで企業を変える、日本が変わる－JUASの活動概要
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アンケート調査
定点観測＋重点テーマ

15年10月に実施

インタビュー調査
重点テーマ中心に

15年11月～16年2月に実施

• 94年度以来過去22年間継続して実施、
経年変化をふまえた分析

• アンケートとインタビューの複合効果
• 年度別に、重点テーマを設定

・ユーザー企業IT部門長：43社

JUAS調査の特徴

・ 「攻めと守り」の両立への

期待と課題

今回の重点テーマ

調査報告
2016年5月発表予定

• ユーザー企業IT部門4000社対象 24P
有効回答：1115社（回答率28％）

調査委員会、調査部会
による分析

企業IT動向調査2016（2015年度調査）の概要
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企業IT動向調査2016（2015年度調査）のテーマ
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「攻めと守り」の両立への期待と課題

企業を取り巻く環境が激変する中、ITなくして企業経営が成り立たないことは論を
待ちません。ITがビジネスの基盤としての役割を拡大させるに伴って、IT部門への期
待が高まっています。

しかし、一方で、企業のIT部門不要論も出ています。パブリッククラウドなどの活
用により手軽にユーザー部門が直接システム構築・利用が可能になったことが背景
にあるのかもしれません。果たしてそれでよいのでしょうか。IT技術が進化しても、ビ
ジネスのデジタル戦略が進んでいくにしても、IT部門が持っている本来の使命は決し
て揺るぐものではなく、逆に、その役割は増大するばかりかと考えます。

従来からのシステム安定稼働はもちろんのこと、巧妙化するセキュリティ脅威への
対策などの事業継続に必要な「守り」を固める一方で、IT技術とその適用条件を理解
し、企業グループ全体の業務やデータの流れを掌握している部門として、地に足の着
いた業務改革・ビジネスモデル変革を提案する「攻め」の姿勢も同時に持ちあわせて
いく。

こうした「攻めと守り」の両極への要求に応えるためには、手段を用意し、実績を積
み重ねることでユーザー部門や経営陣からの信頼を勝ち取っていく必要があります。
そのために、IT部門は、今、何をなすべきか。その解を探ります。
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. 定点観測
① ITトレンド
② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT人材
⑤ グローバルIT戦略
⑥ システム開発
⑦ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメント
② IT推進組織
③ レガシーシステム
④ IT基盤
⑤ 情報セキュリティ



＜回答企業の業種別割合＞
（ 09年度までの業種区分「20業種」を、10年度より業種区分を変更し、日本標準産業
分類（平成19年11月改定）を参考に定めた業種に1業種を加え「27業種」とした）
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15年度 15年度

件数 割合 件数 割合

製
造
業

1．食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 48 4.3%

非
製
造
業

14．農林漁業・同協同組合、鉱業 6 0.5%

2．繊維工業 11 1.0% 15．建築業 95 8.5%

3．パルプ・紙・紙加工品製造業 7 0.6% 16．電気・ガス・熱供給・水道業 15 1.3%

4．化学工業 69 6.2% 17．映像･音声情報制作･放送･通信業 15 1.3%

5．石油・石炭・プラスチック製品製造業 14 1.3% 18．新聞・出版業 11 1.0%

6．窯業・土石製品製造業 22 2.0% 19．情報サービス業 33 3.0%

7．鉄鋼業 14 1.3% 20．宿泊、飲食、旅行サービス業 28 2.5%

8．非鉄金属・金属製品製造業 42 3.8% 21．運輸業・郵便業 61 5.5%

9．電気機械器具製造業 65 5.8% 22．卸売業 102 9.1%

10．情報通信機械器具製造業 13 1.2% 23．小売業 67 6.0%

11．輸送用機械器具製造業 49 4.4% 24．金融業・保険業 58 5.2%

12．その他機械器具製造業 50 4.5% 25．医療業 10 0.9%

13．その他の製造業 111 10.0% 26．教育、学習支援 6 0.5%

27．その他の非製造業 93 8.3%

小計 515 46.4% 小計 600 53.6%



＜業種の特性を把握するため「7つの業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ」にまとめて分析＞
※12年度より従来の「重要インフラ」を「社会インフラ」に変更
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業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ 件数 割合 属する業種

建築・土木 95 8.5 15．建設業

素材製造

227 20.4 
1．食料品、飲料・たばこ・飼料製造業、 2．繊維工業 、3．パルプ・紙・紙加工品製造業、
4．化学工業、 5．石油・石炭・プラスチック製品製造、 6．窯業・土石製品製造業
7．鉄鋼業、 8．非鉄金属・金属製品製造業

機械器具製造
288 25.8 9．電気機械器具製造業、 10．情報通信機械器具製造業

11．輸送用機械器具製造業、 12．その他機械器具製造業 13．その他の製造業

商社・流通 169 15.2 22．卸売業、 23．小売業

金融 58 5.2 24．金融業・保険業

社会インフラ
102 9.1 16．電気・ガス・熱供給・水道業、 17．映像･音声情報制作･放送･通信業、

18．新聞・出版業、 20．運輸業・郵便業

サービス

176 15.8 14．農林漁業・同協同組合、鉱業、 19．情報サービス業、
20．宿泊、飲食、旅行サービス業
25．医療業、 26．教育、学習支援、 27．その他の非製造業

全体 1115 100.0 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

15年度（n=1115)

14年度（n=1125)

13年度（n=1016)

建築・土木 素材製造 機械器具製造 商社・流通 金融 社会インフラ サービス
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25.2

26.3

26.3

22.4

34.3

17.2

14.0

28.3

30.2

29.7

28.6

27.2

36.5

23.3

19.5

36.2

40.3

28.4

40.6

41.6

40.2

31.0

37.0

49.1

35.0

31.9

36.6

34.3

34.9

25.0

32.5

39.6

34.5

45.3

33.0

36.0

25.4

51.7

49.0

22.5

34.8

38.5

34.7

38.5

28.6

51.7

48.1

24.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1105)

建築・土木（n=95)

素材製造（n=224)

機械器具製造（n=286)

商社・流通（n=169)

金融（n=58)

社会インフラ（n=100)

サービス（n=173)

全体（n=1120)

建築・土木（n=91)

素材製造（n=213)

機械器具製造（n=283)

商社・流通（n=189)

金融（n=60)

社会インフラ（n=77)

サービス（n=207)

1
5
年

度
1
4
年

度

300人未満 300～1000人未満 1000人以上

＜回答企業の従業員数＞
大企業（1000人以上）が1/3、中堅企業(300～1000人未満）が1/3、
中小企業（300人未満）が1/3と、ほぼ同じ割合
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業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 従業員数



＜回答企業の売上高＞
売上高1兆円以上の超大企業(4.8%)を分析すると今後の動向が見える
「ｻｰﾋﾞｽ」は売上高100億円未満が約4割、規模の小さな企業が多い
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業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 売上高
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19.3

26.3

39.6

50.2

52.7

51.1

53.4

52.5

42.9

38.9

48.8

50.0

57.5

49.5

55.5

50.3

43.9

46.1

42.6

22.5

28.0

25.6

21.5

27.2

30.4

23.2

9.5

19.7

25.3

22.3

17.2

27.9

26.3

17.1

9.9

4.8

5.4

2.7

3.9

2.5

10.7

16.8

1.8

4.7

5.7

3.5

4.7

4.9

8.8
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2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1072)

建築・土木（n=93)

素材製造（n=219)

機械製造（n=279)

商社・流通（n=162)

金融（n=56)

社会インフラ（n=95)

サービス（n=168)

全体（n=1081)

建築・土木（n=87)

素材製造（n=202)

機械製造（n=274)

商社・流通（n=183)

金融（n=57)

社会インフラ（n=76)

サービス（n=202)

1
5
年

度
1
4
年

度

10億円未満 100億円未満 100～1000億円未満 1000億円～1兆円未満 1兆円以上



＜業種ｸﾞﾙｰﾌﾟと主たる商品・ｻｰﾋﾞｽの取引形態＞
非製造業では企業向け、一般消費者向け双方にﾋﾞｼﾞﾈｽを展開してい
る企業の割合が高い
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売上高別
主たる商品・ｻｰﾋﾞｽ
の取引形態

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
主たる商品・ｻｰﾋﾞｽ
の取引形態
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100億円未満（n=240)

100億～1000億円未満（n=537)

1000億～1兆円未満（n=240)

1兆円以上（n=51)

BtoB企業（ビジネスユーザー向け） BtoC企業（一般消費者向け） BtoBかつBtoC その他

61.8 

57.4 

75.3 

84.2 

52.7 

3.5 

39.2 

50.9 

17.5 

18.1 

7.5 

3.5 

30.8 

29.8 

27.5 

30.3 

19.1 

22.3 

15.0 

10.5 

16.0 

63.2 

32.4 

17.7 

1.6 

2.1 

2.2 

1.8 

0.6 

3.5 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1109)

建築・土木（n=94)

素材製造（n=227)

機械器具製造（n=285)

商社・流通（n=169)

金融（n=57)

社会インフラ（n=102)

サービス（n=175)

BtoB企業（ビジネスユーザー向け） BtoC企業（一般消費者向け） BtoBかつBtoC その他



＜主たるﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙとITの位置づけ＞
特に金融において「ITなしではﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙが成り立たない」と回答した
割合が顕著。企業規模に比例してITが重要となる。
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売上高別
主たるﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ
とITとの関係

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 主たるﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙとITとの関係
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35.0 

41.5 

30.8 

12.1 
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25.1 
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9.5 

4.0 
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2.4 
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素材製造（n=226)

機械器具製造（n=284)

商社・流通（n=169)
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社会インフラ（n=102)

サービス（n=175)

ITなしではビジネスモデルが成り立たない どちらかといえばITなしではビジネスモデルが成り立たない

どちらかといえばITがなくてもビジネスモデルが成り立つ ITがなくてもビジネスモデルが成り立つ
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2.0
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全体（n=1067)

100億円未満（n=241)

100億～1000億円未満（n=534)

1000億～1兆円未満（n=241)

1兆円以上（n=51)

ITなしではビジネスモデルが成り立たない どちらかといえばITなしではビジネスモデルが成り立たない

どちらかといえばITがなくてもビジネスモデルが成り立つ ITがなくてもビジネスモデルが成り立つ



（C）JUAS 2016 13

主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. 定点観測
① ITトレンド
② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT人材
⑤ グローバルIT戦略
⑥ システム開発
⑦ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメント
② IT推進組織
③ レガシーシステム
④ IT基盤
⑤ 情報セキュリティ



新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰやﾌﾚｰﾑﾜｰｸの導入状況を調査。ｸﾗｳﾄﾞ、ﾓﾊﾞｲﾙｱﾌﾟﾘｹｰｼ
ｮﾝ、MDM、ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ、経営ﾀﾞｯｼｭﾎﾞｰﾄﾞ、BYODなどが検討中までを合
わせて高い比率となった。
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⑧クラウド(プライベート、IaaS,PaaS,SaaSなど）（n=1099）

⑰モバイルアプリケーション（n=1083）

⑮MDM(モバイルデバイスマネジメント）（n=1089）

⑯ビッグデータ（n=1088）

⑫経営ダッシュボード（n=1095）

㉖BYOD（n=1087）

⑬マスターデータ管理（n=1088）

①IoT（n=1088）

⑨SDｘ（SDN、SDSなど）（n=1085）

⑪PLM（製品ライフサイクル管理）（n=1092）

②インメモリ・データベース管理システム（n=1092）
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④AR（拡張現実）（n=1092）

⑦AI（n=1091）
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㉓DevOps（n=1093）

⑲BABOK（n=1096）

㉕アプリケーション・テスティング（n=1092）

⑥ロボット(人型）（n=1096）

㉑CMMI（n=1089）

普
及

率
高

普
及

率
中

普
及

率
低

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

普及率順
新規ﾃｸﾉﾛ
ｼﾞｰやﾌﾚｰﾑ
ﾜｰｸの導入
状況
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. 定点観測
① ITトレンド
② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT人材
⑤ グローバルIT戦略
⑥ システム開発
⑦ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメント
② IT推進組織
③ レガシーシステム
④ IT基盤
⑤ 情報セキュリティ



ここ3年間の経年変化を見ると、検討中企業は着実に増加、ビッグデ
ータへの関心は高い。また、売上高規模に比例して活用状況は増加。
大手企業を中心に活用が進むと思われる
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年度別 ビッグデータの活用状況

15.5 

6.8 

4.6 

4.8 

15.3 

6.1 

6.4 

3.6 

22.1 

21.2 

17.7 

14.9 

1.0 

2.1 

2.5 

1.8 

11.5 

18.1 

19.5 

22.1 

34.5 

45.8 

49.3 

52.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今後（3年後）の予想・15年度調査（n=1089）

15年度（n=1106）

14年度（n=1118）

13年度（n=1008）

活用済み 試験活用中・活用準備中 検討中 検討後見送り 未検討（ニーズあり） 未検討（ニーズなし）

売上高別 ビッグデータの活用状況（現状）

6.6 

2.9 

4.7 

9.6 

30.0 

6.2 

1.7 

3.9 

12.5 

22.0 

20.8 

7.1 

19.3 

35.4 

32.0 

2.1 

1.3 

1.9 

3.8 

0.0 

17.7 

22.9 

16.8 

16.3 

10.0 

46.7 

64.2 

53.5 

22.5 

6.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1065）

100億円未満（n=240）

100億～1000億円未満（n=535）

1000億～1兆円未満（n=240）

1兆円以上（n=50）

活用済み 試験活用中・活用準備中 検討中 検討後見送り 未検討(ニーズあり) 未検討(ニーズなし)



ビッグデータ活用推進の課題は活用フェーズによって変化する。「活用
済み」の企業では「人材（データサイエンティスト）の育成」が37.8％で
最も高い。
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33.2 

5.8 

6.3 

2.4 

5.2 

4.5 

4.1 

3.4 

0.4 

0.0 

0.0 

0.0 

6.0 

28.7 

0.0 20.0 40.0
（％）

未検討（ニーズなし）（n=464）

38.9

13.7 

15.3 

4.7 

10.5 

2.1 

6.3 

3.7 

0.5 

0.5 

0.5 

1.1 

1.1 

1.1 

0.0 20.0 40.0
（％）

未検討（ニーズあり）（n=190）

33.3 

9.5 

9.5 

14.3 

14.3 

9.5 

0.0 

4.8 

4.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 20.0 40.0

導入する目的の明確化

データ分析・活用のための体制／組

織の整備

ビッグデータ関連技術の習得や選択

人材（データサイエンティスト）の育成

費用対効果の説明

分析する対象の選定

分析対象となるデータの収集

経営層の理解

事業部門の理解

今までのＩＴ部門の取り組みとの違い

の説明

公的機関などのデータ開示

ベンダーの支援サービス

わからない

検討予定なし

（％）

検討後見送り（n=21）

33.5 

13.4 

8.9 

10.3 

10.3 

10.7 

6.3 

4.0 

0.9 

1.3 

0.0 

0.0 

0.4 

0.0 

0.0 20.0 40.0
（％）

検討中（n=224）

26.9 

19.4 

6.0 

16.4 

10.4 

6.0 

7.5 

3.0 

3.0 

0.0 

1.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 20.0 40.0
（％）

試験活用中・活用準備中（n=67）

21.6 

12.2 

8.1 

37.8 

4.1 

2.7 

6.8 

2.7 

1.4 

1.4 

1.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 20.0 40.0

導入する目的の明確化

データ分析・活用のための体制／組

織の整備

ビッグデータ関連技術の習得や選択

人材（データサイエンティスト）の育成

費用対効果の説明

分析する対象の選定

分析対象となるデータの収集

経営層の理解

事業部門の理解

今までのＩＴ部門の取り組みとの違い

の説明

公的機関などのデータ開示

ベンダーの支援サービス

わからない

検討予定なし

（％）

活用済み（n=74）

活用状況（現状）別 ビッグデータ活用における課題（1位）

・「導入する目的の明確化」は、「未検討（ニーズあり）」から「活用済み」に移るにつ
れ減少傾向にあることから、「検討後見送り」の企業においては課題「導入する目
的の明確化」の回答を導きだせなかったことが原因の一つと推測される。
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. 定点観測
① ITトレンド
② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT人材
⑤ グローバルIT戦略
⑥ システム開発
⑦ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメント
② IT推進組織
③ レガシーシステム
④ IT基盤
⑤ 情報セキュリティ



＜IT予算の現状と今後の見通し＞16年度予測のDI値は25.6となり、過
去11年で最大の予測となる。 IT 予算の実績に近似している計画値の
DI値推移も09 年度計画の▲13.5 を底に漸増傾向が続く。
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11.1

21.0
14.6

0.0 ▲ 4.0

6.4
8.1

4.2

12.6

23.8 25.6

14.3

▲ 13.5
▲ 9.0

6.0 1.7

13.5 15.4 23.3

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

40

50

-50%

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

DI値構成比

10％未満増加

10％以上増加

10％未満減少

10％以上減少

DI値（予測値）

【参考】DI値（計画

値）

IT予算DI値（次年度予測）の推移

・過去11年間の経年的なDI値の推移を見ると、2010年度予測のマイナス4.0を底に増加傾向
が続いている。16年度予測のDI値25.6はリーマン・ショック前の07年度予測の21.0、過去10
年で最大の伸びとなった14年度の23.8をともに上回っている。



IT投資意欲は旺盛。16年度予測DI値は1000億～1兆円の企業が最も
高く37.1。 1兆円以上の企業は15年度計画のDI値が44.4で大きく改善
。16年度予測も不変が約4割と大幅な予算減少の割合は減少傾向。
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売上高別
IT予算の増減 17.8

34.7

29.2

19.7

34.5

29.1

17.9

30.8

28.6

16.7

33.3

30.0

16.1

3.4

8.3

23.6

14.5

16.6

37.2

28.8

19.0

19.4

33.3

13.3

51.7

33.1

41.7

37.3

23.6

26.4

26.9

12.8

17.0

44.4

11.1

10.0

5.1

5.1

4.8

11.8

8.2

12.0

10.9

15.4

21.1

11.1

13.9

36.7

9.3

23.7

16.1

7.6

19.1

16.0

7.1

12.2

14.3

8.3

8.3

10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

16年度予測 （n=118）

15年度計画 （n=118）

14年度計画 （n=168）

16年度予測 （n=330）

15年度計画 （n=330）

14年度計画 （n=326）

16年度予測 （n=156）

15年度計画 （n=156）

14年度計画 （n=147）

16年度予測 （n=36）

15年度計画 （n=36）

14年度計画 （n=30）

1
0
0
億

円
未

満

1
0
0
億

～

1
0
0
0
億

円
未

満

1
0
0
0
億

～

1
兆

円
未

満
1
兆

円
以

上

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

DI値
19.5

9.3

16.6

23.9

21.7

17.7

37.1

32.0

12.2

16.7

44.4

▲3.4



1.11

0.46

0.72

0.61

0.59

7.00

1.27

1.09

1.21

0.49

0.75

0.67

0.73

7.82

1.18

1.25

0.71

0.40

0.59

0.77

0.51

6.43

0.98

0.75

0.75

0.43

0.63

0.77

0.59

7.40

0.98

0.84

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00 7.00 8.00 9.00

全体 （n=763）

建築・土木 （n=69）

素材製造 （n=163）

機械器具製造 （n=202）

商社・流通 （n=119）

金融 （n=37）

社会インフラ （n=56）

サービス （n=117）

平均値 14年度

平均値 15年度

トリム平均値 15年度

トリム平均値 15年度

＜売上高に対するIT予算比率＞単純平均で、単純平均で、14年度が
1.11％、15年度が1.21％で微増傾向。IT装置産業といわれる金融が突
出しており、ITへの積極投資が進んでいる
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※ ﾄﾘﾑ平均値とは、異常
値によって平均値が引
きずられるのを排除す
るため、ﾃﾞｰﾀの最大値
と最小値付近の値を
平均値の計算から除
外。今回は、最大値か
ら10％と最小値から
10％の回答を排除し、
残りの80％の回答で
平均値を計算した。

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
売上高に占める
IT予算比率
（計画値ﾍﾞｰｽ）
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. 定点観測
① ITトレンド
② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT人材
⑤ グローバルIT戦略
⑥ システム開発
⑦ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメント
② レガシーシステム
③ IT推進組織
④ IT基盤
⑤ 情報セキュリティ



＜IT部門の要員数＞IT部門のDI値（増加から減少を差し引いた値）は
11年度～12年度調査までマイナスが続いたが、13年度からプラスに転
じ、当年度の調査でも3.7と3年連続のプラス（増加傾向）となった。
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25.0

24.2

23.1

23.3

20.2

53.6

53.7

58.6

52.3

52.9

21.3

22.2

18.2

24.4

26.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

15年度（n=1087）

14年度（n=1101）

13年度（n=948）

12年度（n=996）

11年度（n=999）
IT

部
門

増加 不変 減少

DI値
3.7

2.0

4.9

▲1.1

▲6.7

IT要員数のここ数年
（2～3年）の増減傾向

27.6

31.3

26.9

26.2

23.0

36.8

33.0

37.9

30.6

35.4

59.8

59.1

64.0

61.1

64.4

46.8

47.3

41.3

42.5

37.0

12.5

9.5

9.1

12.7

12.7

16.3

19.7

20.8

26.9

27.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

15年度（n=702）

14年度（n=705）

13年度（n=603）

12年度（n=679）

11年度（n=679）

15年度（n=361）

14年度（n=376）

13年度（n=293）

12年度（n=301）

11年度（n=305）

IT
部

門
IT

部
門

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

増加 不変 減少

DI値

15.1

21.8

17.8

13.5

10.3

20.5

13.3

17.1

3.7

7.9

従業員数別・年度別
IT要員数の今後（5年
程度）の方向性

・IT要員数の今後（5年程度）の
方向性を見ると、「将来的にIT
要員を増やす」と回答した企業
が多い。



今後の方向性は人材ﾀｲﾌﾟごとに異なる。最も多かったのは情報セキュ
リティ担当。業務改革推進、IT戦略、ｼｽﾃﾑ企画担当を増加させ、開発
、運用は減少を志向。IT部門をより上流へｼﾌﾄさせようとする意向。
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28.9

23.2

28.9

29.5

23.7

30.8

17.8

14.4

13.3

68.1

72.5

68.1

67.0

72.1

66.6

68.5

72.2

71.0

3.0

4.3

3.0

3.5

4.2

2.6

13.7

13.4

15.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①業務改革推進担当（n=1045）

②データ分析担当（n=1033）

③IT戦略担当（n=1045）

④システム企画担当（n=1047）

⑤プロジェクトマネージャー（n=1042）

⑥情報セキュリティ担当（n=1051）

⑦開発担当（n=1044）

⑧運用管理（n=1049）

⑨運用担当（n=1043）

増加 不変 減少

DI値

25.9

18.9

25.9

26.0

19.5

28.2

4.1

1.0

▲2.3

人材タイプ別 IT部門要員の今後の方向性
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主な調査結果
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2. 定点観測
① ITトレンド
② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT人材
⑤ グローバルIT戦略
⑥ システム開発
⑦ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメント
② レガシーシステム
③ IT推進組織
④ IT基盤
⑤ 情報セキュリティ



18.2 

9.1 

14.0 

23.6 

22.4 

8.9 

12.1 

5.3 

7.1 

13.8 

30.3 

18.2 

27.3 

30.7 

51.7 

42.6 

60.6 

53.3 

38.6 

12.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=439）

100億円未満（n=33）

100億～1000億円未満（n=150）

1000億～1兆円未満（n=127）

1兆円以上（n=58）

グローバルで統一・標準化 地域ごとに統一・標準化（地域統括会社主導） グローバル、地域ごとの併用 海外の事業拠点に任す

すべてにおいて日本発のグローバル統一を目指すよりも、ある領域は
地域統括会社に主導権を渡しながらITガバナンスの構築を進めようと
考える企業が相対的に多い（本調査ではハイブリット型と呼ぶ）
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連結売上高別 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙでのITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ基本方針

大企業になるほど、グローバル全体もしくは地域ごとにITを統一・標準化する必
要性を感じていると解釈することができるが、その方針はさまざま。



「グローバル、地域ごとの併用」（ハイブリット型）を基本方針とする企
業では、現状、「⑨情報セキュリティ」「①IT戦略（戦略策定・展開）」か
ら優先的にITガバナンスの構築に着手している
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26.2 

16.2 

7.7 

15.5 

12.4 

14.0 

1.5 

1.5 

33.3 

9.4 

66.1 

42.5 

33.6 

52.0 

40.5 

60.32 

23.8 

24.0 

71.7 
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27.7 
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26.2 

31.8 

33.3 

31.8 

26.9 

19.2 

30.2 

27.3 

20.5 

36.2 

36.8 

30.4 

39.7 

26.2 

39.7 

37.6 

21.3 

34.4 

34.6 

50.8 

52.3 

47.3 

48.1 

46.5 

61.5 

65.4 

29.5 

53.9 

7.1 

14.2 

20.0 

15.2 

15.1 

7.9 

30.2 

28.0 

3.9 

16.0 

11.5 

10.0 

13.8 

5.4 

6.2 

7.8 

10.0 

13.8 

7.0 

9.4 

6.3 

7.1 

9.6 

2.4 

4.8 

5.6 

6.3 

10.4 

3.1 

5.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①IT戦略（戦略策定・展開）（n=130）

②IT予算管理、投資管理（n=130）

③システム開発基準（手法やツール）（n=130）

④IT基盤（インフラ）（n=129）

⑤業務システム（n=129）

⑥情報（マスターやコード体系）（n=129）

⑦ITリソース調達（n=130）

⑧IT人材管理（n=130）

⑨情報セキュリティ（n=129）

⑩BCP（事業継続計画）（n=128）

①IT戦略（戦略策定・展開）（n=127）

②IT予算管理、投資管理（n=127）

③システム開発基準（手法やツール）（n=125）

④IT基盤（インフラ）（n=125）

⑤業務システム（n=126）

⑥情報（マスターやコード体系）（n=126）

⑦ITリソース調達（n=126）

⑧IT人材管理（n=125）

⑨情報セキュリティ（n=127）

⑩BCP（事業継続計画）（n=125）

A
.現

状
B

.目
指

す
姿

グローバルで統一・標準化 地域ごとに統一・標準化 海外の事業拠点に任す 未定

グローバルで
のITガバナンス
の現状と目指
す姿
（基本方針：ハ
イブリット型）

「⑦ITリソース調達」、
「⑧IT人材管理」、
「③システム開発標
準（手法やツール）」
は「グローバルで統
一・標準化」するより
も、地域統括会社も
しくは海外事業拠点
ごとのITリソース調
達方法や雇用体系、
システム開発手法に
委ねた方が効率的と
考える企業が多いこ
とが想定される
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. 定点観測
① ITトレンド
② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT人材
⑤ グローバルIT戦略
⑥ システム開発
⑦ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメント
② レガシーシステム
③ IT推進組織
④ IT基盤
⑤ 情報セキュリティ



＜ｼｽﾃﾑ開発における工期・予算・品質の状況＞
04年度以降、工期・予算・品質とも改善ﾄﾚﾝﾄﾞにあり、長期的に見ると
緩やかな改善傾向が見られた
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

15年度（n=776）

09年度～14年度平均（n=723）

04年度～08年度平均（n=649）

15年度（n=368）

09年度～14年度平均（n=339）

04年度～08年度平均（n=340）

15年度（n=215）

09年度～14年度平均（n=191）

04年度～08年度平均（n=204）

1
0
0
人

月
未

満

1
0
0
人

～
5
0
0
人

月

未
満

5
0
0
人

月
以

上

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より遅延

年度別・システム規模別 システム開発の工期遵守状況



工期と予算を比べると、予算超過ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄよりも工期を延期した割合
の方が多い。予算が絶対的な制約となっている、開発ﾍﾞﾝﾀﾞｰとの契約
により遅延しても支払額が変わらない、などが理由として想定される
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15年度（n=775）

09年度～14年度平均（n=720）
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15年度（n=372）

09年度～14年度平均（n=342）

04年度～08年度平均（n=339）

15年度（n=217）

09年度～14年度平均（n=192）

04年度～08年度平均（n=203）

1
0
0
人

月
未

満

1
0
0
人

～
5
0
0
人

月

未
満

5
0
0
人

月
以

上

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より超過

年度別・システム規模別 システム開発の予算遵守状況



システム開発の予算や工期、品質の管理は一朝一夕でできるもので
はないが、引き続き、改善に向けた取り組みが必要である
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15年度（n=373）

09年度～14年度平均（n=341）
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09年度～14年度平均（n=192）

04年度～08年度平均（n=204）

1
0
0
人

月
未

満

1
0
0
人

～
5
0
0
人

月

未
満

5
0
0
人

月
以

上

満足 ある程度は満足 不満

年度別・システム規模別 システム開発の品質状況
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. 定点観測
① ITトレンド
② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT人材
⑤ グローバルIT戦略
⑥ システム開発
⑦ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメント
② レガシーシステム
③ IT推進組織
④ IT基盤
⑤ 情報セキュリティ



＜ｸﾗｲｱﾝﾄOS＞
Windows XPの2014 年4 月9 日ｻﾎﾟｰﾄ終了を受けて、Windows 7の導
入がさらに進み、導入割合は約9割となった
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ｸﾗｲｱﾝﾄOSの導入割合（導入比率の単純平均）

0.4
3.5

3.0 

1.3 

0.2 

87.7

80.9 

49.7 

28.3 

10.4 

1.4

1.4 

2.8 

2.9 

3.3 

5.9

13.5 

44.9 

65.4 

84.0 

1.0

1.2 

1.3 

1.3 

0.8 

0 20 40 60 80 100

15年度（n=1010）

14年度（n=985）

13年度（n=932）

12年度（n=912）

11年度（n=925）

（％）

Windows 10

Windows 8

Windows 7

Windows Vista

Windows XP以前

その他OS  

※調査は2015年10月に実施

・2015年7月
に開始された
Windows 10
の導入率へ
の影響は、調
査実施の時
期が2015年
10月というこ
ともあって、
いまだ小さい。



次期OSはWindows 10が主流となるか。今後の予定はWindows 8は
34.8％に対し、Windows 10は77.0％と割合が逆転。Windows 7の次期
OSのターゲットはWindows 8ではなくWindows 10であると予想される。
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11.7 
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4.6 

27.7 

82.0 
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20.0 

22.7 

0.1 

1.1 

0.4 

18.5 

51.2 

1.0 

60.4 

55.3 

4.5 

67.5 

28.6 

72.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Windows 10（n=671）

Windows 8（n=712）

Windows 7（n=1077）

Windows  Vista（n=693）

Windows XP以前（n=842）

その他 OS（n=620）

導入検討中 新規導入 導入中 撤去 導入なし

77.0 

34.8 

67.8 

1.9 

2.1 

27.6 

0.8 

6.3 

13.6 

28.0 

54.3 

1.9 

22.1 

59.0 

18.6 

70.1 

43.6 

70.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Windows 10（n=736）

Windows 8（n=670）

Windows 7（n=942）

Windows  Vista（n=646）

Windows XP以前（n=794）

その他 OS（n=591）

導入中 撤去 導入なし

クライアントOS別増減
（現状・対前年度の状
況）

クライアントOS別増減
（今後・3年後の予定）

※調査は2015年10月に実施

Windows 10はWindows 7
等から無償でアップグ
レードできるなど、価格
優位性に優れていること
に起因すると考えられる
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. 定点観測
① ITトレンド
② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT人材
⑤ グローバルIT戦略
⑥ システム開発
⑦ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメント
② IT推進組織
③ レガシーシステム
④ IT基盤
⑤ 情報セキュリティ



＜IT部門がIT投資で解決したい中期的な経営課題＞
「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化（省力化、業務ｺｽﾄ削減）」と「迅速な業績把握、
情報把握（ﾘｱﾙﾀｲﾑ経営） 」が二本柱
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9.5 

4.2 

6.7 

3.7 

7.1 

3.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

（→）業務プロセスの効率化（省力化、業務コスト削減）

（→）迅速な業績把握、情報把握（リアルタイム経営）

（→）営業力の強化

（→）グローバル化への対応

（→）IT開発・運用のコスト削減

（↑）顧客重視の経営

（↑）業務プロセスの質・精度の向上（ミス、欠品削減等）

（↑）企業としての社会的責任の履行（セキュリティ確保、個人情報の

保護等）

（↓）ビジネスモデルの変革

（→）社内コミュニケーションの強化

（↓）商品・サービスの差別化・高付加価値化

（↓）業務プロセスのスピードアップ（リードタイム短縮等）

（→）企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連携

（→）BCP（事業継続計画）の見直し

（→）経営の透明性の確保（内部統制、システム監査への対応等）

（％）

1位（n=1060）

2位（n=1060）

3位（n=1060）

IT投資で解決したい中期的な経営課題（1～3位）
※矢印は前回調査と比べた第一位回答率
の順位の変化

・「業務プロセスの効率
化と迅速な情報把
握」が、IT投資で解決
したい中期的な経営
課題の上位にあげら
れていることは例年
どおりだった。これは、
経営におけるIT活用
の本質は変わらない
ことを示している。

・セキュリティ確保を含
む「企業としての社会
的責任の履行」が増
加、「守り」を固めつ
つ、顧客重視や高付
加価値化への「攻め」
へという姿勢が見て
取れる



IT投資で解決したい中期的な経営課題を「攻め（顧客価値の遡及や拡
販、新規事業等の展開）」 「守り（効率化やリスク低減）」とに分類する
と回答企業全体を見る限りは、まだまだ守りのIT投資の比率が高い
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迅速な業績把握、情報把握（リアルタイム経営）(15年度)

(14年度)

IT開発・運用のコスト削減(15年度)

(14年度)

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、欠品削減等）(15年度)

(14年度)

企業としての社会的責任の履行（セキュリティ確保、個人情報の保護等）(15…

(14年度)

社内コミュニケーションの強化(15年度)

(14年度)

業務プロセスのスピードアップ（リードタイム短縮等）(15年度)

(14年度)

BCP（事業継続計画）の見直し(15年度)

(14年度)

経営の透明性の確保（内部統制、システム監査への対応等）(15年度)

(14年度)

「
攻

め
」
の

IT
投

資
「
守

り
」
の

IT
投

資

（％）

「攻め」と「守り」別 IT投資で解決したい中期的な経営課題（1位）



規模の小さい企業は「守り」を中心とし、規模が大きくなるほど「攻め」
のIT投資に注力していく傾向が明確。規模によらず「守り」として継続
すべき課題は「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化」と「IT開発･運用ｺｽﾄの削減」
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企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連携

業務プロセスの効率化（省力化、業務コスト削減）

迅速な業績把握、情報把握（リアルタイム経営）

IT開発・運用のコスト削減

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、欠品削減等）

企業としての社会的責任の履行（セキュリティ確保、…

社内コミュニケーションの強化

業務プロセスのスピードアップ（リードタイム短縮等）

BCP（事業継続計画）の見直し

経営の透明性の確保（内部統制、システム監査への…
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1000億～1兆円未満(15年度）

（n=238）

1000億～1兆円未満(14年度）

（n=211）

売上高別 IT投資で
解決したい中期的な
経営課題（1位）

・IT投資で解決したい中
期的な経営課題(1位)を、
売上高別に整理・比較し
てみると、売上規模が小
さい企業では「守り」中
心のIT投資に偏り、
規模が大きくなるにした
がって「攻め」のIT投資
に注力していく傾向が明
確に示されている。

・ただし、「業務ﾌﾟﾛｾｽの
効率化」と「IT開発・運用
ｺｽﾄ削減」は企業規模が
大きくても「守り」として
継続すべきIT投資課題
となっている。



「経営課題に応じてIT投資を振り向けることができている」とする企業
の割合は少しずつ増加。IT投資の重点化は今後の潮流になると考え
られる。IT投資の重点化は、やはり経営戦略との関わりがポイント。
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振り向けられている 振り向けられているが、十分ではない まったく振り向けられていない その他

IT投資と経営戦略の整合性状況別 IT投資の経営課題への優先振り向け状況

・経営戦略とIT
投資の関わりを
見ると、「IT投資
が経営戦略に
沿って行われて
いる」とする企業
において、「経営
課題への優先
振り向けが行わ
れている」とする
企業の割合の
増加が一層大き
くなっている
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. 定点観測
① ITトレンド
② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT人材
⑤ グローバルIT戦略
⑥ システム開発
⑦ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメント
② レガシーシステム
③ IT推進組織
④ IT基盤
⑤ 情報セキュリティ



一般的な言葉の定義では、レガシーシステムは「①技術面の老朽化」を
いう場合が多いが、本報告書では、「②システムの肥大化・複雑化」、「
③ブラックボックス化」も含めて調査を行った
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①技術面の老朽化

古い技術要素やパッケージでシステムが構築されており、H/W等が故障すると代替が
きかない状況。または、古い技術要素に対応できる技術者の確保が難しい状況

②システムの肥大化・複雑化

システムが複雑で機能の追加・変更が困難となり、現行業務の遂行や改善に支障があ
る状況。システムの変更が難しいため、外部に補完機能が増えたり、人が運用をカ
バーしなくてはいけない状況

③ブラックボックス化

ドキュメントなどが整備されておらず、属人的な運用・保守状態にあり、障害が発生して
も原因がすぐにわからない状況。または、再構築のために現行システムの仕様が再現
できない状況

本調査における「レガシーシステム」の定義



現時点で「肥大化・複雑化」したシステムを基幹系システムの約半分
以上抱えていると答えた企業が約1/3。今後（3年後）の保有状況もほ
とんど比率は変わらない。
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②システムの肥大化・複雑化（n=1048）

③ブラックボックス化（n=1047）

①技術面の老朽化（n=1009）

②システムの肥大化・複雑化（n=1008）

③ブラックボックス化（n=1003）

現
状

今
後

保有しているシステムの多く（目安：8割以上） 約半分 一部（目安：2割程度） そのようなシステムはない

基幹系システムにおける課題システムの保有状況（現状と今後）

「①技術面の老朽化」「②システムの肥大化・複雑化」「③ブラックボックス化」の現状と今後を比較す
ると、いずれも改善傾向を示すが、「②システムの肥大化・複雑化」は、現状、今後とも、相対的に高
い比率となり、改善が難しい様子がうかがえる。



現状で課題システムの保有状況が「保有しているシステムの多く（目
安：8割以上）」、および「約半分」の企業では、8～9割の企業が深刻度
「中」以上。何らかの対応の必要性が認識されている。
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一部（目安：2割程度）（n=443）

保有しているシステムの多く（目安：8割以上）（n=171）

約半分（n=196）

一部（目安：2割程度）（n=424）

保有しているシステムの多く（目安：8割以上）（n=130）

約半分（n=156）

一部（目安：2割程度）（n=480）
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深刻度 大 中 小

基幹系システムの課題システムの保有状況別 経営上の深刻度（現状）

現状で課題システムの保有状況が「保有しているシステムの多く（目安：8割以上）」となっても、深
刻度を「大」と回答しなかった企業が多数ある。深刻度は「小」と回答している企業も数十社ある。



「最も大きいシステム」で「21年以上前」に構築したシステムが約2割、
「10年～20年以前」に構築したシステムが約4割。今後の利用期間でも
さらに長期の利用を想定している企業も約1割存在する
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全体（n=952）

構築時期： 21年以上前

（n=194）

10年～20年以前（n=372）

5年～10年以前（n=256）

5年未満（n=130）

21年以上 10年～20年 5年～10年未満 5年未満（再構築には未着手） 再構築中 未定

課題ｼｽﾃﾑの
構築時期別
課題ｼｽﾃﾑの
今後の利用
期間（最も大
きいｼｽﾃﾑ）

4年前の『企業IT動
向調査2012』基幹
ｼｽﾃﾑのﾗｲﾌｻｲｸﾙ
は約14.6年であっ
た。この平均を上
回っている



「21年以上前」に構築されたシステムは「自社要員で開発」が約4割。 「
自社要員と外部ベンダーで構築」された比率も41.5％。「ほぼ外部ベン
ダーで構築」を含めると、95.5％である
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5年未満（n=130）

自社要員で開発 自社要員と外部ベンダーで開発

ほぼ外部ベンダーで開発 パッケージを利用（カスタマイズ多い）

パッケージを利用（カスタマイズ少ない） その他

課題ｼｽﾃﾑの構築時期別 構築手法（最も大きいｼｽﾃﾑ）

ここで大きな問題としてクローズアップされるのは、「21年以上以前」に「スクラッチ」で開発した基
幹システムの維持にかかわるIT要員の世代交代の問題であろう。おそらく大規模な基幹システム
の構築は、当時の30～40代の中堅層が中心となって推進していただろう。これら世代のIT要員は、
20年後には50代以上となるため、会社をリタイヤしていく年齢となる。うまく次の世代にスキル移転
ができているとよいが、システムが複雑化・肥大化、もしくはブラックボックス化している場合、シス
テム維持が深刻な問題となる。
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. 定点観測
① ITトレンド
② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT人材
⑤ グローバルIT戦略
⑥ システム開発
⑦ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメント
② レガシーシステム
③ IT推進組織
④ IT基盤
⑤ 情報セキュリティ



IT部門に期待される役割（IT部門、経営層、事業部門）をIT部門からの
回答から読み解くと、IT部門と経営層の思いは一致しているが、事業
部門の期待とはギャップがあるようだ
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②
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③
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強化 現状維持 縮小

※IT部門の考える「経営層
からの期待」「事業部門か
らの期待」である点に注意
は必要

IT部門に期待さ
れる役割
（IT部門、経営層、
事業部門）
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. 定点観測
① ITトレンド
② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT人材
⑤ グローバルIT戦略
⑥ システム開発
⑦ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメント
② レガシーシステム
③ IT推進組織
④ IT基盤
⑤ 情報セキュリティ



＜IT基盤における企業の課題と取り組み＞現在は既存のラン・ザ・ビ
ジネスのコスト、業務負担の軽減に加え、セキュリティ対策・管理が筆
頭課題。今後は、ビジネスの成長を意識した課題へのシフトが高まる
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セキュリティの対策・管理の強化
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IT基盤の運用管理業務負担の軽減／省力化

ビジネスに柔軟かつ迅速に対応できるIT基盤の構

築

社内・外のIT基盤の総合的な管理／体制づくり

IT基盤のグローバル化対応

その他

（％）

現状（n=1051）

今後（n=1062）

IT基盤の導入／保守／運用における企業の課題（現在と今後）（複数回答）



全般的な取り組みでは、「IT基盤の整備に向けた取り組みが進む。老
朽化したデータセンターの整備や、システムの更改／バージョンアップ
を契機としたシステム刷新などが進んでいる状況と考えられる。
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①IT基盤の統合・再構築（n=1073）

②データセンターの移転・統合（n=1070）

③メインフレーム・システムの刷新（n=1043）

④グローバルで共通のIT基盤構築（n=1055）

⑤プライベート・クラウドの構築（n=1067）

⑥既存システムのIaaS、PaaSへの移設（n=1067）

⑦新規システムのIaaS、PaaSへの展開（n=1065）

⑧SaaSの活用（n=1063）

⑨ネットワークの仮想化（n=1066）

⑩自動化などの新テクノロジーの活用（n=1054）

全
般

ク
ラ

ウ
ド

そ
の

他

実施済み 部分的な実施／現在取り組み中 検討中 今後検討予定 未検討

IT基盤の
取り組み
状況

・「①IT基盤の統合・再構築」は、実施済みの回答は20％弱となったものの、部分的な実施／現在
取り組み中の企業の割合は、37.4％と高い割合を示している。現在、まさに取り組み中の課題とし
て、IT基盤の統合／再構築を進めている企業が多い状況と推察する



クラウド活用は、企業規模別で大きなギャップがみられる。プライベー
ト、パブリッククラウド（IaaS／PaaS）の実施率をけん引しているのは大
企業。IT基盤の新しい選択肢の活用は、依然として大企業の一部
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インタビュー調査で
は、オープン系に
切り替えている中
で、開発環境、バッ
クアップやDRとして
の活用や、コスト削
減に加え、むしろス
ピードや、新システ
ムの構築など、パ
ブリック・クラウドの
利点を活かした使
い方が大企業では
広がっている様子
がうかがえる



（C）JUAS 2016 52

主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. 定点観測
① ITトレンド
② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT人材
⑤ グローバルIT戦略
⑥ システム開発
⑦ クライアント環境

3. 重点テーマ
① IT投資マネジメント
② レガシーシステム
③ IT推進組織
④ IT基盤
⑤ 情報セキュリティ



経営幹部が積極的にセキュリティ対策に関わっている割合は、企業規
模（売上高）が大きくなるほど高くなる。中小・中堅企業における経営
幹部の情報セキュリティに対する意識向上が急務と言える。
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1000億～1兆円未満（n=239）

1兆円以上（n=49）

経営幹部が昨今の企業を取り巻くセキュリティリスクの深刻さを重要視しており、重大なセキュリティリスクや対策の重要性については、経営会議等で審議・報告される

自社におけるセキュリティリスクは認識しているが、対策はIT部門など担当部門に任せている

自社におけるセキュリティリスクおよび対策状況について、ほとんど会話されることがない
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15年度（n=1095）

14年度（n=1021）

経営幹部が昨今の企業を取り巻くセキュリティリスクの深刻さを重要視しており、重大なセキュリティリスクや対策の重要性については、経営会議等で審議・報告される

自社におけるセキュリティリスクは認識しているが、対策はIT部門など担当部門に任せている

自社におけるセキュリティリスクおよび対策状況について、ほとんど会話されることがない

売上高別 経営幹
部の情報ｾｷｭﾘﾃｨ
への関与度合い

年度別 経営幹部
の情報ｾｷｭﾘﾃｨへ
の関与度合い

2015年6月に発表され
た日本年金機構の事
案が世間を大きく賑わ
せ、情報セキュリティ
ガバナンスのあり方が
問題視された。しかし、
調査時点 （2015年10
月）では、いまだ経営
幹部と情報セキュリ
ティの関わり方に変化
は見られず、引き続き
経営層を交えた情報
セキュリティ対策の課
題が残ったままである



＜情報ｾｷｭﾘﾃｨ事故の発生と対策＞全般的に約8割の企業で事故が「
発生していない」と回答している。ただし被害が顕在化しにくく、気付か
ないｹｰｽも考えれるため、手放しでは喜べない
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情報セキュリティ事故発生状況
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①Webサイトを狙ったサイバー攻撃（改ざんなど）（n=1093）

②工場など制御系システムへのサイバー攻撃（n=1056）

③偽装メールなどを使った攻撃（不正侵入など）（n=1091）

④従業員による情報の不正な持ち出し（n=1092）

⑤委託先従業員による情報の不正な持ち出し（n=1091）

⑥ソーシャルメディアでの問題（炎上や情報漏洩など）（n=1089）

発生した 発生した可能性もあるが把握していない 発生していない

「発生した」と回答した割合は「③偽装メールなどを使った攻撃（不正侵入）」が最も多く25.8％。日
本年金機構と同種の攻撃である「偽装メールを使った不正侵入」への注意が高まった年であった



「同業他社並みの対策はできているが多少不安」の割合は6～7割。情
報・データの外部への流出は、最も発生しやすく企業インパクトも大き
いことから、危機感が強く、今後の対策強化が予定されている
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①Webサイトを狙ったサイバー攻撃（改ざんなど）（n=1052）

②工場など制御系システムへのサイバー攻撃（n=981）

③偽装メールなどを使った攻撃（不正侵入など）（n=1061）

④従業員による情報の不正な持ち出し（n=1053）

⑤委託先従業員による情報の不正な持ち出し（n=1043）

⑥ソーシャルメディアでの問題（炎上や情報漏洩など）（n=1040）

十分な対策ができており不安はない 同業他社並みの対策はできているが多少不安 あまり対策が進んでおらずかなり不安

情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策
状況の自己評価

情報セキュリティ対
策の今後（3年以内
）の強化予定
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①Webサイトを狙ったサイバー攻撃（改ざんなど）（n=1029）

②工場など制御系システムへのサイバー攻撃（n=977）

③偽装メールなどを使った攻撃（不正侵入など）（n=1036）

④従業員による情報の不正な持ち出し（n=1027）

⑤委託先従業員による情報の不正な持ち出し（n=1022）

⑥ソーシャルメディアでの問題（炎上や情報漏洩など）（n=1024）

対策強化予定 あり 対策強化予定 なし

近年の情報漏えいは、
パソコンやスマートフォ
ンの紛失に留まらず、
ソーシャルメディアに投
稿した内容により、トラ
ブルに発展するケース
が確認されている。社
員のリテラシー向上が
急務となっており、不安
を覚える企業が多いよ
うだ



「対策立案者」「インシデント対応者（問題切り分け、対策）」は、約8割
の企業が「不足している」と回答。 「経営層との橋渡し役」は、他の役
割よりも若干改善しているが、それでも約6割が「不足している」
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充足している 不足している 必要性を感じない

年度別 情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策における役割別の充足状況

内閣サイバーセキュリティセンター（NISC）が発表した「サイバーセキュリティ戦略」（平成25年6
月10日情報セキュリティ政策会議決定） によると、国内で約8万人の情報セキュリティ人材が
不足しており、情報セキュリティ技術者の中でも約16万人が、スキルが不足と言われている。



本調査に関するお問い合わせ

（一社）日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）
担当：各務（03-3249-4101／

itdoukou@juas.or.jp ）
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ご清聴ありがとうございました
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ユーザー企業のIT投資・活用の最新動向（2015年度調査）
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●発行日：2016年5 月18 日
●一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会 著
●発行：日経BP 社 ●発売：日経BP マーケティング
●ISBN： 978-4-8222-3643-4

【購入者限定！ 】 報告書の全文を収録した
PDFダウンロードサービス付き

A4判 304ページ（予定） 定価 14,200 円+ 税

ご案内はこちらから

http://www.juas.or.jp/servey/
it16/

2016年5月18日に、企業IT動向調査2016（2015年度実施）の調査
結果を日経BP社より発刊いたします。
調査22年目の2015年度調査も約1000社の回答結果から分析！
IT投資・IT活用の最新トレンドを読み解くための参考となれば幸いです。

■本年度の重点テーマ：
「攻めと守り」の両立への期待と課題

■報告書から読み取れるITトレンド：
ITトレンド／ビッグデータ／IT予算／IT投資マネジメント／
レガシーシステム／IT推進組織／IT人材／グローバルIT戦略 ／
システム開発／IT基盤／クライアント環境／ 情報セキュリティ

■ 新刊のご案内



・日時：2016年9月8日(木)～9日(金)2日間

・会場：目黒雅叙園（目黒）

・主催：一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）

・9月8日(木)基調講演： コマツ 取締役会長 野路 國夫氏

第16回 JUASスクエア

JUASスクエア2016

本イベントは、ITユーザー企業にとって最大にして
最重要課題である「ビジネスイノベーション」を如何に実現するの
か、その糸口となるであろう様々な方法論やソリューション、人
材育成手法、CIOの役割、ユーザー事例など幅広い領域から提
言していくコンファレンスです。
今年は目黒雅叙園にて開催いたします。

http://juas-event.jp/square/

2016年9月7日(水) 午後

目黒雅叙園開催決定！

お問合せ：一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会 JUASスクエア事務局 TEL：03-3249-4101 square@juas.or.jp


